

















































































































































































　Pi（t）= Pia（t）+Pib（t）とおき、添え字 i も省略したうえで、時刻 t から t+1 への採用確率の変
化 ∆x = x（t+1）－x（t） に式１及び２を代入して整理すると式３が求められる。
  ∆x = （Ra－x（t）（Ra+Rb））/P（t+1）     （式３）
２戦略の場合、この ∆x を把握することで戦略 A の採用確率の変化を理解することができる。
























　また、表２は P と Q' の間で利得が対称でない場合を同様に想定したものである。Q' は特定
の項目において P に便益をもたらすものの、その経営資源の総量は P に劣り、プロジェクト


























（1, 0）は不安定（0 < λ2 = λ1）、（1/3, 1/3）は、鞍点 S［Saddle］ （λ2 < 0 < λ1）となる。（1, 1）
が漸近安定点であることから、ほぼ同程度の経営資源をもつ組織がともに促進的態度をとり続
け、オープンイノベーションが進展する可能性は期待できる。
　次に経営資源に差がある組織 P と Q' のケースについて検討する。様々な要因から双方が促
進的態度をとっても P が自分の期待する成果が得られない場合（u < 4）で u が次第に小さく
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